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第１．審査の対象 

 

  ・平成 30 年度 健全化判断比率 

（１）実質赤字比率、（２）連結実質赤字比率、（３）実質公債費比率、 

（４）将来負担比率  

・平成 30 年度 資金不足比率 

 

それぞれの比率の審査の対象となる本市の会計区分を図式化すると以下

のとおりとなる。

健
全
化

法
区
分

住宅新築資金等貸付事業特別会計

市営駐車場事業特別会計

市バス事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

東部地区工業用水道事業会計

法非適用 工業用造成事業特別会計

公
営
企
業
会
計

法適用

本 市 会 計 区 分

一

般

会

計

等

一　般　会　計

一般会計等
に属する特

別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計
公

営

事

業

会

計

特

別

会

計

地方公社・第3セクター 豊前市土地開発公社

一部事務組合
・広域連合

京築広域市町村圏事務組合

吉富町外一市中学校組合

豊前市外二町清掃施設組合

京築地区水道企業団

福岡県介護保険広域連合

福岡県後期高齢者医療広域連合

上毛町外一市一町矢方池土木組合

豊前市外二町財産組合

福岡県自治振興組合

福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率 将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率

実

質

公

債

費

比

率
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第２．審査の方法  

審査は、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他関係

法令に従い適正に作成されているか、計数が正確であるかを関係書類等を照

合審査するとともに関係職員から説明を聴取するなど、一般に公正妥当と認

められる審査手続により実施した。 

  

第３．審査の期間  

令和 元 年 8 月 1日から令和 元 年 8 月 16 日まで  

（水道事業会計、下水道事業会計、東部地区工業用水道事業会計に係る資

金不足比率審査については、令和 元 年 7 月 1 日から令和 元 年 8 月 16

日まで）  

 

第４．審査の結果及び状況  

１．審査の結果  

審査に付された、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類はいずれも関係法令等に従い適正に作成されて

おり、算定対象となる会計等はすべて網羅され、計数も正確であると認める。 

 

２．健全化判断比率の状況  

健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率

及び将来負担比率の 4つの財政指標の総称である。  

地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である

場合には、当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化

計画」を定めなければならない。  

また、健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた 3つの指標のいずれ

かが財政再生基準以上である場合には、公表した年度の末日までに、「財政

再生計画」を定めなければならない。  

健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであ

るとともに、他団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観
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的に表す意義を持つものである。  

 

本市の平成 30 年度の健全化判断比率の状況は、下表のとおりである。 

    （単位：％） 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 早期健全化 財政再生

健全化判断比率 健全化判断比率 健全化判断比率 基    準 基    準

① 実 質 赤 字 比 率 ― ― ― 14.09 20.00

② 連結実質赤字比率 ― ― ― 19.09 30.00

③ 実 質 公 債 費 比 率 9.1 10.1 10.4 25.0 35.0 

④ 将 来 負 担 比 率 60.4 57.0 57.2  350.0   ―

財 政 指 標 名

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率において実質収支が黒字の場合、当該比率は－で表示 

 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質収支額及び連結実質収

支額が赤字ではないため、「－」で表示している。  

実質公債費比率は 10.4％で、早期健全化基準（25％）、財政再生基準（35％）

を下回っている。 また、将来負担比率についても、57.2％で、早期健全化基

準（350％）を下回っている。  

その結果、本市の比率はいずれも国の示す基準からみて、健全な財政の範囲

にある。 
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（１） 実質赤字比率 

実質赤字比率は当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標

準財政規模に対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指

標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標である。  

 

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模の額
実質赤字比率（％） ＝ × 100

 

（単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度

160,753 61,556 99,197

△ 14,358 △ 17,232 2,874

4,826 2,535 2,291

0 0 0

151,221 46,859 104,362

△ 151,221 △ 46,859 △ 104,362

6,863,552 6,938,606 △ 75,054
% % %

比率 ― ― ―

算定値 △ 2.20 △ 0.67 △ 1.53

早期健全化基準

財政再生基準

14.09

20.00

実質収支
増　減

一
般
会
計
等

実質赤字比率
　(A/B)×100

会　計　名

一般会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

市営駐車場事業特別会計

市バス事業特別会計

計

実質赤字額　Ａ

標準財政規模　Ｂ

 （注）１  実質赤字額及び比率は「△（マイナス）」表示が黒字、「正数」表示が赤字である。 

 

平成 30 年度の実質収支額は１億５１２２万１千円の黒字で、実質赤字

比率（算定値） は△2.20％である。この結果、平成 30 年度の実質赤字比

率は早期健全化基準を下回っている。また、前年度に比べ 1.53 ポイント

改善している。 
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（２） 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象

とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率であり、すべ

ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標

化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標である。 

連結実質赤字額

（実質赤字額＋資金不足額）－（実質黒字額＋資金剰余額）

標準財政規模の額
連結実質赤字比率（％） ＝ × 100

  

（単位：千円、％）
健全化
法区分 平成30年度 平成29年度 増減

一　般　会　計 ① 160,753 61,556 99,197

住宅新築資金等貸付事業特別会計 ② △ 14,358 △ 17,232 2,874

市営駐車場事業特別会計 ③ 4,826 2,535 2,291

市バス事業特別会計 ④ 0 0 0

国民健康保険事業特別会計 ⑤ △ 48,984 31,372 △ 80,356

後期高齢者医療事業特別会計 ⑥ 16,074 16,175 △ 101

水道事業会計 ⑦ 112,709 137,247 △ 24,538

下水道事業特別会計 ⑧ 399,946 390,475 9,471

東部地区工業用水道事業会計 ⑨ 85,928 70,984 14,944

法非適用 工業用地造成事業特別会計 ⑩ 0 0 0

716,894 693,112 23,782

6,863,552 6,938,606 △ 75,054

― ― ―

△ 10.44 △ 9.98 △ 0.46

本市会計区分

一般会計等に
属する特別会

計

一

般

会

計

等

合計 A（①～⑩の合計）

標準財政規模　B

公

営

事

業

会

計

法適用

公
営
企
業
会
計

特

別

会

計

一般会計
等以外の
特別会計

19.09

30.00

早期健全化基準

財政再生基準

連結実質赤字比率
（A/B)×100

比率

算定値

  (注 1) 一般会計①～後期高齢者医療特別会計⑥については「実質収支額」を、水道事業会計 

   ⑦～工業用地造成事業特別会計⑩については「資金不足額・剰余額」を示す。 

(注 2) 連結実質収支が黒字である場合、「連結実質赤字比率」の算定値は負の値で示される。 

  

平成30年度の連結実質収支額は７億１６８９万４千円の黒字であるため、

連結実質赤字比率（算定値）は△10.44％である。この結果、平成30年度の

連結実質赤字比率は早期健全化基準を下回っている。また、前年度に比べ

0.46ポイント改善している。 
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（３） 実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償

還金の標準財政規模を基本とした額に対する割合で、借入金（地方債）の返済

額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標である。  

また、実質公債費比率は、健全化判断比率のひとつであると同時に、地方債

の協議に係る財政指標でもある。この実質公債費比率について、（審査を行う年

度を含めた）過去 3か年の平均数値が 25％以上になれば一般単独の起債が制限

され、35％以上になれば一般公共事業債などの起債が制限されることになる。

地方債の元利償還金(公債費充当特定財源を控除）＋準元利償還金－

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
実質公債費比率（％） ＝ × 100

 

実質公債費比率の推移は、下表のとおりである。 

（単位：千円、％）

区　　　分 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

地方債の元利償還金（繰上償還額及び借換
債を財源として償還した額を除く）　①

1,177,583 1,165,278 1,180,277 1,138,904

公債費充当特定財源　② 68,086 71,384 87,769 86,225

準元利償還金　③ 374,276 516,506 446,949 391,567

元利償還金・準元利償還金に係る基準
財政需要額算入額　④

908,403 904,657 934,323 924,548

標準財政規模　⑤ 6,863,552 6,938,606 6,910,407 6,936,504

各年度の実質公債費比率（％）
（①-②+③-④）／（⑤-④）×100

9.66172 11.69620 10.12593 8.64441

本年度の実質公債費比率（％）
　（３か年平均）

前年度の実質公債費比率（％）
　（３か年平均）

増減ポイント

早期健全化基準

財政再生基準

10.4

10.1

0.3

35.0

25.0
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実質公債費比率は、審査の対象年度を含めた 3か年平均の数値であり、平

成 30 年度の実質公債費比率は 10.4％である。この結果、平成 30 年度の実

質公債費比率は早期健全化基準を下回っているが、前年度に比べ 0.3 ポイン

ト悪化している。また、単年度で比較すると、平成 30 年度は 9.66172％と

なっており、前年度に比べ 2.03448 ポイント改善している。 

実質公債費比率が増加していることは、財政運営に弾力性がなくなりつ

つあるという点から好ましい状況とはいえない。  
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（４） 将来負担比率 

将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも

含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財

政規模を基本とした額に対する比率であり、地方公共団体の一般会計等の借入

金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標

化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標である。  

将来負担額－(充当可能基金額＋充当可能特定歳入＋準元利償還金－

地方債残高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額準財政需要額算入額

将来負担比率（％） ＝ × 100

（単位：千円、％）

区　分 平成30年度 平成29年度 増　減

 地方債の現在高 ① 10,162,352 10,405,192 △ 242,840

 債務負担行為に基づく支出予定額 ② 144,613 176,785 △ 32,172

 公営企業債等繰入見込額 ③ 3,220,271 3,228,975 △ 8,704

 組合負担等見込額 ④ 396,996 444,437 △ 47,441

 退職手当負担見込額 ⑤ 1,852,851 1,844,804 8,047

 設立法人の負債額等負担見込額 ⑥ 0 0 0

 連結実質赤字額 ⑦ 0 0 0

 組合連結実質赤字額負担見込額 ⑧ 0 0 0

 将来負担額　（①+②+③+④+⑤+⑥+⑦+⑧） Ａ 15,777,083 16,100,193 △ 323,110

 充当可能基金 ⑨ 2,746,860 2,695,710 51,150

 充当可能特定歳入 ⑩ 560,447 641,834 △ 81,387

 基準財政需要額算入見込額 ⑪ 9,061,331 9,320,843 △ 259,512

 充当可能財源等　（⑨+⑩+⑪） Ｂ 12,368,638 12,658,387 △ 289,749

 Ａ将来負担額－Ｂ充当可能財源等 Ｃ 3,408,445 3,441,806 △ 33,361

 標準財政規模 Ｄ 6,863,552 6,938,606 △ 75,054

 算入公債費等の額 Ｅ 908,403 904,657 3,746

 Ｄ標準財政規模－Ｅ算入公債費等の額 Ｆ 5,955,149 6,033,949 △ 78,800

将来負担比率 　Ｃ/Ｆ×１００　（％） 57.2 57.0 0.2

　

早期健全化基準 350.0

 平成 30 年度の将来負担比率は 57.2%で早期健全化基準を下回っている。前年

度と比較すると、0.2 ポイント悪化している。 
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３．資金不足比率の状況  

資金不足比率は、当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事

業の規模に対する比率であり、公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模

である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指

標で、この比率が高くなるほど料金収入で資金不足を解消するのが難しくなる。  

資金不足比率が経営健全化基準（早期健全化基準に相当する基準）以上とな

った場合には、企業ごとに当該資金不足比率を公表した年度の末日までに、「経

営健全化計画」を策定し、経営の健全化を図らなければならないことになる。  

 

各会計の資金不足比率の推移は、下表のとおりである。 

　（単位：％）

平成 30 年度 平成 29 年度

資金不足比率 資金不足比率

比率 ― ― ―

算定値 △ 27.5 △ 32.9 5.4

比率 ― ― ―

算定値 △ 265.0 △ 255.0 △ 10.0

比率 ― ― ―

算定値 △ 738.9 △ 598.3 △ 140.6

比率 ― ― ―

算定値 0.0 0.0 0.0

 経営健全化基準 20.0

水 道 事 業 会 計

②

増　減

④

①

工業用地造成事業特別会計

財 政 指 標 名

③ 東部地区工業用水道事業会計

下 水 道 事 業 会 計

 

 

平成 30 年度の資金不足比率は、各会計とも資金不足額が発生していないので

資金不足比率は算定されず、経営健全化基準を下回っている。  

その結果、本市の比率は、いずれも国の示す基準からみて、健全な範囲を維持

している。 
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資金の不足額

事業の規模
資金不足比率（％） ＝ × 100

 

 

・資金の不足額 

法適用企業＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起       

こした地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費に

充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

・事業の規模 

法適用企業＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 

法非適用企業＝ 営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

                               

                               （単位：千円、％） 

会　計　名 平成30年度 平成29年度 増　減

資金不足額・余剰金
A

112,709 137,247 △ 24,538

事業の規模 B 410,300 417,599 △ 7,299

資金不足比率
（A/B)×100

△ 27.5 △ 32.9 5.4

資金不足額・余剰金
A

399,946 390,475 9,471

事業の規模 B 150,929 153,116 △ 2,187

資金不足比率
（A/B)×100

△ 265.0 △ 255.0 △ 10.0

資金不足額・余剰金
A

85,928 70,984 14,944

事業の規模 B 11,629 11,864 △ 235

資金不足比率
（A/B)×100

△ 738.9 △ 598.3 △ 140.6

資金不足額・余剰金
A

0 0 0

事業の規模 B 0 0 0

資金不足比率
（A/B)×100

0.0 0.0 0.0

水道事業

下水道事業

東部地区工業用
水道事業

工業用地造成事
業

法
適
用
事
業

法
非
適
用
事
業
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第５．意 見  

 

平成 30 年度の本市の健全化判断比率、資金不足比率ともに、国の示す基準

からみて、引き続き健全な範囲で推移している。  

平成 30 年度の比率及び算定値を前年度と比較した場合、実質公債費比率及

び将来負担比率は若干悪化しており、改善しているのは実質赤字比率及び連

結実質赤字比率であった。いずれの指標も早期健全化基準を下回っている。 

しかし、これらの健全化判断比率等はあくまでも財政の健全性に関する目

安と考えるべきであり、従来からの経常収支比率などの財政指標も合わせ、

早期健全化基準及び経営健全化基準に近づかない財政運営に努めていく必要

がある。 

今後、益々厳しくなると予想される財政運営を健全に維持するための取り

組みを怠ることなく、市民生活の向上と市政の発展に一層努めるよう要望す

る。 


